
規 則

�愛媛県規則第３７号
愛媛県保健所使用料規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県保健所使用料規則の一部を改正する規則

愛媛県保健所使用料規則（昭和３３年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基く使用料の額は、次のとおりとする。

１ 試験及び検査料

ア 省略

イ 検査

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基く使用料の額は、次のとおりとする。

１ 試験及び検査料

ア 省略

イ 検査及び予防接種

種別 項目 単 位 使用料

金額

学校保健法（昭和３３年法律

第５６号）第６条第１項の規

定による学校検診、労働安

全衛生法第６６条第１項の規

定による定期の健康診断又

は高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第

８０号）第２０条の規定による

特定健康診査の使用料の額

種別 項目 単 位 使用料

金額

学校保健法（昭和３３年法律

第５６号）第６条第１項の規

定による学校検診、労働安

全衛生法第６６条第１項の規

定による定期の健康診断又

は高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第

８０号）第２０条の規定による

特定健康診査の使用料の額

省略 省略

予防

接種

ＢＣ

Ｇ接

種

１回に

つき

５９８円

ウ・エ 省略

２ 省略

ウ・エ 省略

２ 省略
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告 示

�������
�愛媛県告示第６１５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

四国中央市金田町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、

同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写

しを縦覧に供する。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農地保全事業・金田地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２０年４月２１日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所川之江総合支所

�������
�愛媛県告示第６１６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第６１４号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２０年３月１９日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘５毛

２～７ 省略 ２～７ 省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１８日 第１９５６号

４５２



��������������

四国中央市金田町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、

同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写

しを縦覧に供する。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・金田地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２０年４月２１日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所川之江総合支所

�������
�愛媛県告示第６１７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

伊予市上吾川地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条

第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを

縦覧に供する。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・生田地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２０年４月２１日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所本庁

�愛媛県告示第６１８号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６１９号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６２０号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２０年３月１９日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２６
年４月
２２日

愛媛県
第１１７３
号

魚かす
粉末

ポン７．
０魚か
す粉末

窒素全
量７．０
りん酸
全量
６．０

公定規
格のと
おり

全国農業協同組
合連合会
東京都千代田区
大手町一丁目８
番３号

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２３
年４月
１９日

愛媛県
第１１３７
号

混合石
灰肥料

くみあ
い土壌
改良用
混合石
灰９号

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
９．０

公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

平成２３
年４月
１９日

愛媛県
第１１３８
号

混合石
灰肥料

くみあ
い土壌
改良用
混合石
灰１０号

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
１０．０

公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２
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１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年５

厘

年５

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘５

毛

年４

厘５

毛

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

同上 年５

厘

年５

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

同上 年４

厘５

年４

厘５
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�������
�愛媛県告示第６２１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規定によ

り、次のように埋立てを免許した。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

今治市大西町脇甲１８２５番２７から同１８３２番１０を経て同１７２６番

１７に至る間の地先公有水面

イ 区域

次の１点から１９点を順次直線で結んだ線並びに１９点と１点

を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋２．００メートル）に

おける陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市大西町脇甲１８２５番３５地内の国土地理院「第３４

６５号」一等水準点）は、北緯３４度０３分４２秒、東経１３２度５４分

４６秒の地点

１点は、基点から真北３４３度３９分４２秒８３．０６メートルの地

点

２点は、１点から真北７８度０１分０２秒２３．９５メートルの地点

３点は、２点から真北７４度１０分０６秒１９．８０メートルの地点

４点は、３点から真北７３度５１分５９秒１０．００メートルの地点

５点は、４点から真北７５度１６分３３秒２．４７メートルの地点

６点は、５点から真北３４５度４０分３７秒２．５５メートルの地点

７点は、６点から真北７５度４０分３７秒１２．６０メートルの地点

８点は、７点から真北１６５度４０分３７秒２．５３メートルの地点

９点は、８点から真北７６度０９分１６秒５．３４メートルの地点

１０点は、９点から真北７７度０６分３４秒１０．１４メートルの地点

１１点は、１０点から真北７８度０３分５１秒１０．１４メートルの地点

１２点は、１１点から真北７９度０１分０９秒１０．１４メートルの地点

１３点は、１２点から真北７９度５８分２７秒１０．１４メートルの地点

１４点は、１３点から真北８０度５５分４４秒１０．１４メートルの地点

１５点は、１４点から真北８２度０６分１１秒２０．１３メートルの地点

１６点は、１５点から真北８２度１４分３５秒１９．９４メートルの地点

１７点は、１６点から真北８０度５３分１１秒１９．６０メートルの地点

１８点は、１７点から真北７６度４４分３０秒１９．２６メートルの地点

１９点は、１８点から真北７１度０９分１０秒１５．５７メートルの地点

ウ 面積

１，９３７．９３平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

今治市大西町脇甲１８２５番２７から同脇甲１７２６番１７に至る間の

地先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＴ点までを順次直線で結んだ線並びにＴ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市大西町脇甲１８２５番３５地内の国土地理院「第３４

６５号」一等水準点）は、北緯３４度０３分４２秒、東経１３２度５４分

４６秒の地点

Ａ点は、基点から真北３３８度２２分０８秒６８．０５メートルの地

点

Ｂ点は、Ａ点から真北５度５８分０４秒２６．８３メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北７７度０３分１１秒３７．４３メートルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北７５度４７分５９秒４８．５３メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北８１度４１分１６秒６４．８４メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北７８度４６分５３秒４４．７２メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北７１度０２分５９秒１６．７１メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北１４５度０２分２０秒１４．７７メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北２４２度０３分３０秒９．６３メートルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２３８度５４分１６秒１４．７５メートルの地

点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２３６度４８分５０秒６．４７メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北６度２２分０８秒２．４３メートルの地点

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

毛 毛

８ 省略 ８ 省略
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Ｍ点は、Ｌ点から真北２５５度０４分３１秒７．０７メートルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北２４９度２７分４７秒１．０６メートルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北２５６度１７分５８秒４１．３７メートルの地

点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２５４度１８分５６秒９．２０メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北２６２度１１分２２秒２３．１２メートルの地

点

Ｒ点は、Ｑ点から真北２５８度４４分１４秒９．２９メートルの地点

Ｓ点は、Ｒ点から真北２５５度１５分０５秒４１．２０メートルの地

点

Ｔ点は、Ｓ点から真北２５６度４８分０３秒４３．３０メートルの地

点

ウ 面積

４，９８０．８１平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約１，６２０平方メートル

護岸用地 約 ３１０平方メートル

水路用地 約 １０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成２０年４月１８日

�������
�愛媛県告示第６２２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（１：２５，０００地形図修正測量）

２ 作業期間 平成２０年４月１８日から

平成２１年３月２７日まで

３ 作業地域 県内全域

�������
�愛媛県告示第６２３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（１：２５，０００地形図修正測量）

２ 作業期間 平成１９年４月１７日から

平成２０年３月２４日まで

３ 作業地域 県内全域

�������
�愛媛県告示第６２４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、四国中央保健所及び四国中央市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

丸菱ペーパーテック株式会社

四国中央市金生町下分２０１２番地

代表取締役 鳥居秀章

２ 事業場の名称及び所在地

丸菱ペーパーテック株式会社

四国中央市金生町下分２０１２番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２３

号チ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法並びに排出水の汚

染状態及び量等の変更

５ 特定施設に関する事項

� １号抄紙機

� ２号抄紙機

６ 汚水等の処理施設に関する事項

変 更 前 変 更 後

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 �凝集沈殿方式
�加圧浮上方式

凝集沈殿と加圧浮
上を組み合わせた
方式

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
４．０～７．０
最大

４．０～８．６

通常
６．０～８．０
最大

５．８～８．６

通常
４．０～７．０
最大

４．０～８．６

通常
６．０～８．０
最大

５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１８０
最大
２００

通常
７０
最大
８０

通常
１８０
最大
２００

通常
５８．２２０
最大
８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２８０
最大
３５０

通常
３０
最大
４０

通常
２８０
最大
３５０

通常
２４．９３６
最大
４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
８
最大
１０

通常
７
最大
９

通常
８
最大
９

通常
５．８１７７
最大
９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１
最大
２

通常
１
最大
２

通常
１
最大
２

通常
０．８３０５
最大
２

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

古紙・古紙パルプ・
パルプ ４ｔ

バージンパルプ・
古紙・古紙パルプ・
非木材繊維・化学
繊維 ５．２ｔ
染料：最大１５６�

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４８５

最大 ５６０

通常 ６４０

最大 ６４０

変 更 前 変 更 後

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

古紙・古紙パル
プ・パルプ ２ｔ

バージンパルプ・
古紙・古紙パルプ・
非木材繊維・化学
繊維 ３ｔ
染料：最大９０�

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６５

最大 ４２０

通常 ５３７

最大 ５３７
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口

� �２排水口

� �３排水口

�������
�愛媛県告示第６２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、今治市から協議のあった土地改良事業（ほ場整備事業・古谷

下地区）の計画の変更に平成２０年３月２６日同意した。

平成２０年４月１８日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第６２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、今治市から協議のあった土地改良事業（農業用道路整備事業・

古谷下地区）の計画の変更に平成２０年３月２６日同意した。

平成２０年４月１８日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第６２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の規定に

より、今治市から協議のあった土地改良事業（農業用用排水施設整

備事業・古谷下地区）の計画の変更に平成２０年３月２６日同意した。

平成２０年４月１８日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第６２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・広見地区）の施行に平成２０年４月９日

同意した。

平成２０年４月１８日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第６２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第１項の規定に

基づき、次のとおり包括外部監査契約を締結した。

平成２０年４月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所

眞鍋 清

松山市宮田町１０６番地２ ８０２号

２ 包括外部監査契約の期間の始期

平成２０年４月１日

３ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用

の額の算定方法及び支払方法

� 費用の額の算定方法

基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算

� 費用の支払方法

項 目 変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２００

最大 ２００

通常 ０

最大 ６００

備考 �２排水口は�１排水口に統合する

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７０

最大 ８０

通常 ５８．１４８

最大 ８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

通常 ２４．９２４

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７

最大 ９

通常 ５．８１５６

最大 ９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２

通常 ０．８３０９

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８５０

最大 ９８０

通常 １，１８０

最大 １，１８０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
８５０
最大
９８０

通常
８５０
最大
９８０

通常
１，１７７
最大
１，１７７

通常
１，１７７
最大
１，１７７

備考 排水処理施設の凝集沈殿方式と加圧浮上方式をパラレル使用からシリ
ーズ使用に変更する

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６
―

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 ６０
―

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０
―

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０
―

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ２
―

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．３

最大 ０．５

通常 ０

最大 ０
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選挙管理委員会告示
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執務費用及び実費に相当する額の範囲内における概算払並び に監査の結果に関する報告に基づく支払

�愛媛県選挙管理委員会告示第１９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

自由民主党愛媛県今治市第五支部 福 羅 浩 一 村 上 英 明 今治市別宮町６－４－２２ 平成２０年１月１１日 政党の支部

自由民主党愛媛県南宇和郡第一支部 中 田 廣 木 村 武 士 南宇和郡愛南町船越１２９２－１ 平成２０年１月１１日 政党の支部

自由民主党愛媛県八幡浜市第二支部 梶 谷 大 治 二 宮 嘉 秋 八幡浜市保内町宮内５－７７－１７ 平成２０年１月１１日 政党の支部

自由民主党愛媛県東温市第一支部 大 西 渡 河 野 高 慶 東温市志津川６９ 平成２０年１月２９日 政党の支部

自由民主党愛媛県松山市第九支部 三 宅 浩 正 三 宅 俊 江 松山市山越町４１４－１ 平成２０年１月２９日 政党の支部

�野宗城後援会 永 井 勝 中 里 史 郎 上浮穴郡久万高原町入野１４２１ 平成２０年１月２９日

二宮一朗後援会 二 宮 一 朗 二 宮 惠 子 西予市宇和町小原３７５ 平成２０年２月４日

おの正昭後援会 山 口 博 明 二 宮 清 隆 西予市三瓶町津布理４５３－１ 平成２０年２月５日

元親孝志後援会 高 橋 良 弘 武 田 安 幸 西予市野村町予子林８４７ 平成２０年２月２７日

井上いさお後援会 二 宮 伸 弘 井 上 藤一郎 西予市宇和町岩木１５０１ 平成２０年３月６日

兵頭学後援会 兵 頭 学 井 上 多加志 西予市野村町野村１２－５１９ 平成２０年３月１８日

岩本一久後援会 和 家 利 樹 後 藤 久 志 西予市宇和町岡山６４ 平成２０年３月１８日

清水まさふみ後援会 池 田 亀 男 清 水 三千代 南宇和郡愛南町越田９９ 平成２０年３月２７日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

愛媛県商工連盟連合会大
州支部 会 計 責 任 者 岩 田 孝 明 木 内 進 平成２０年１月７日

愛媛県水産政治連盟 会 計 責 任 者 杉 義 晴 山 下 吉 宏 平成２０年１月７日

清家俊蔵後援会 主たる事務所の所在地 八幡浜市下浜田１３５５－２６ 八幡浜市１３７７－１ 平成２０年１月１０日

篠原実後援会 代 表 者 梅 川 信 雄 畠 山 欣 三 平成２０年１月１５日

山本てるお後援会 主たる事務所の所在地 四国中央市中曽根町６６１－４１ 四国中央市中曽根町５０３－１ 平成２０年１月１８日

自由民主党津島町支部 代 表 者 熊 坂 正 頼 富 永 照 瑞 平成２０年１月２８日 政党の支部
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愛媛県商工連盟連合会松
山支部 代 表 者 白 石 省 三 大 亀 孝 裕 平成２０年１月３１日

今治市医師連盟 代 表 者 菅 大 三 村 上 健 二 平成２０年２月１日

会 計 責 任 者 菅 拓 也 羽 鳥 重 明

自由民主党愛南支部 主たる事務所の所在地 南宇和郡愛南町広見２２３４ 南宇和郡愛南町御荘平城３０４１ 平成２０年２月４日 政党の支部

代 表 者 土 居 尚 行 増 元 久 男

会 計 責 任 者 内 倉 長 蔵 尾 崎 春 夫

加藤喜三男後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市坂井町二丁目１－５ 新居浜市坂井町二丁目５－４７ 平成２０年２月４日

愛媛県商工連盟連合会西
条支部 代 表 者 田 中 正 夫 伊 藤 剛 吉 平成２０年２月７日

�橋一郎後援会 政 治 団 体 の 名 称 �橋一郎後援会 高橋一郎後援会 平成２０年２月１２日

明日の宇和島を考える会 代 表 者 藤 田 元 紀 近 藤 明 夫 平成２０年２月１５日

会 計 責 任 者 末 光 博 子 藤 田 元 紀

愛媛県商工連盟連合会今
治支部 代 表 者 川 上 昭 一 檜 垣 俊 幸 平成２０年２月１８日

坂本隆重後援会 代 表 者 是 澤 儀 明 河 野 仁 志 平成２０年３月３日

愛媛自然環境を守る会 主たる事務所の所在地 松山市下伊台町乙７４－９５ 上浮穴郡久万高原町大字東明神甲
８８０－１ 平成２０年３月５日

代 表 者 福 岡 英 二 東 家 安 好

会 計 責 任 者 渡 部 知 子 福 岡 英 二

岡村しげはる後援会 会 計 責 任 者 岡 村 圭 子 田 坂 孝 幸 平成２０年３月１０日

梶谷大治後援会 主たる事務所の所在地 八幡浜市保内町宮内５－７７－１７ 八幡浜市産業通り７－１１ 平成２０年３月１０日

自由民主党三間支部 会 計 責 任 者 安 岡 義 一 大 江 清 平成２０年３月１２日 政党の支部

愛媛政経同志会 会 計 責 任 者 大 山 千太郎 西 蔭 健 平成２０年３月１３日

藤井朝廣後援会 代 表 者 藤 川 健 輔 田 原 清 次 平成２０年３月１７日

会 計 責 任 者 佐 藤 士 郎 楠 武

自由民主党愛媛県松山市
第六支部 会 計 責 任 者 白 石 雄 一 東 晴 彦 平成２０年３月１８日 政党の支部

寺井修後援会 会 計 責 任 者 白 石 雄 一 東 晴 彦 平成２０年３月１８日

えひめ民社協会松山総支
部 主たる事務所の所在地 松山市南吉田町２９０１ 松山市西垣生町２３４５ 平成２０年３月１９日

会 計 責 任 者 森 勝 俊 河 野 敦

愛媛県商工連盟連合会松
山支部 会 計 責 任 者 門 田 誓 田 中 忠 平成２０年３月２１日

谷口長治後援会「長燦会」 主たる事務所の所在地 南宇和郡愛南町蓮乗寺４６８ 南宇和郡愛南町蓮乗寺４００－１ 平成２０年３月２１日

愛 媛 県 報平成２０年４月１８日 第１９５６号

４５９



�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第２１号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

坂本隆重後援会 代 表 者 森 木 辰 雄 是 澤 儀 明 平成２０年３月２１日

宇都宮明宏後援会 代 表 者 佐々木 怜 二 藤 田 利 計 平成２０年３月２４日

会 計 責 任 者 宇都宮 秋 義 伊 藤 正 徳

自由民主党愛媛県支部連
合会 会 計 責 任 者 明 比 昭 治 田 中 多佳子 平成２０年３月２５日 政党の支部

えひめ民社協会伊予総支
部 代 表 者 寺 下 武 藤 川 修 次 平成２０年３月２５日

会 計 責 任 者 村 井 純 一 野 田 幸 生

浩友会 主たる事務所の所在地 今治市別宮町六丁目４－１９ 今治市別宮町六丁目４－２２ 平成２０年３月２７日

自由民主党双海支部 会 計 責 任 者 久 保 嘉 男 山 崎 正 樹 平成２０年３月２８日 政党の支部

高橋英吾後援会 会 計 責 任 者 岩 本 清 明 藤 長 伸 子 平成２０年３月２８日

高橋英行後援会 会 計 責 任 者 岩 本 清 明 藤 長 伸 子 平成２０年３月２８日

新産業経済研究会 代 表 者 東 晴 彦 加 地 明 平成２０年３月２８日

民主党愛媛県第４区総支
部 会 計 責 任 者 岩 本 清 明 藤 長 伸 子 平成２０年３月３１日 政党の支部

高橋保後援会 主たる事務所の所在地 西条市大町１５８３－３ 西条市神拝甲２６７－２サンハイム
神拝１０２ 平成２０年３月３１日

税理士による塩崎やすひ
さ後援会 代 表 者 成 松 勲 宮 田 泰 平成２０年３月３１日

会 計 責 任 者 酒 井 啓 司 近 藤 猛

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

濱 田 建 夫 後 援 会 津 国 武 平成１９年１２月２０日

自 由 民 主 党 一 本 松 支 部 土 居 尚 行 平成１９年１２月２６日

自 由 民 主 党 内 海 支 部 増 元 久 男 平成１９年１２月２６日

自 由 民 主 党 城 辺 支 部 二 宮 敬 典 平成１９年１２月２６日

自 由 民 主 党 西 海 町 支 部 清 水 雅 文 平成１９年１２月２６日

自 由 民 主 党 御 荘 支 部 尾 � 春 夫 平成１９年１２月２６日

自由民主党愛媛県宇和島市第一支部 仲 田 中 一 平成１９年１２月３１日

仲 田 中 一 後 援 会 「 大 樹 会 」 仲 田 中 一 平成１９年１２月３１日

み え こ 通 信 グ ル ー プ 岩 � 美枝子 平成１９年１２月３１日

近 藤 完 治 後 援 会 近 藤 完 治 平成１９年１２月３１日

本 宮 い さ む を 育 て る 会 本 宮 勇 平成１９年１２月３１日

南 予 再 開 発 研 究 会 毛 利 修 三 平成１９年１２月３１日

女 性 党 愛 媛 県 今 治 総 支 局 湯 山 ツタエ 平成１９年１２月３１日

女 性 党 愛 媛 県 支 局 秦 マリ子 平成１９年１２月３１日

自由民主党愛媛県参議院選挙区第二
支部 関 谷 勝 嗣 平成１９年１２月３１日

岡 本 幾 久 夫 後 援 会 金 谷 勝 平成１９年１２月３１日

今 井 光 夫 後 援 会 曽我部 義 秋 平成１９年１２月３１日

石 川 つ と む 後 援 会 石 川 つとむ 平成１９年１２月３１日

自由民主党愛媛県西条市第二支部 玉 井 実 雄 平成２０年２月１０日

銀 杏 会 福 岡 英 二 平成２０年２月２９日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体の指定の取消し等の届出があった。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

維 新 政 党 ・ 新 風 愛 媛 県 本 部 小 山 敏 平成２０年２月２９日

高 橋 和 寿 後 援 会 山 内 誠 一 平成２０年３月１日

美 し く 逞 し い 国 づ く り の 会 増 田 隆 信 平成２０年３月１０日

女 性 政 策 会 議 波 涛 の 会 前 田 和 美 平成２０年３月１８日

高 橋 保 後 援 会 宮 � 直 紹 平成２０年３月２０日

愛 媛 政 経 同 志 会 西 田 司 平成２０年３月２５日

自由民主党愛媛県西宇和郡第一支部 高 門 清 彦 平成２０年３月２９日

清 風 会 高 門 清 彦 平成２０年３月２９日

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名 届 出 年 月 日

二 宮 一 朗 西予市議会議員 二宮一朗後援会 西予市宇和町小原３７５ 二 宮 一 朗 平成２０年２月４日

福 岡 英 二 愛媛県議会議員 愛媛自然環境を守る会 松山市下伊台町乙７４－９５ 福 岡 英 二 平成２０年３月５日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名

資金管理団体で
なくなった旨の
届出年月日

仲 田 中 一 愛媛県議会議員 仲田中一後援会「大樹会」 宇和島市明倫町五丁目２－２１ 仲 田 中 一 平成２０年１月１５日

本 宮 勇 愛媛県議会議員 本宮いさむを育てる会 今治市長沢甲１０４３ 本 宮 勇 平成２０年１月２２日

毛 利 修 三 愛媛県議会議員 南予再開発研究会 宇和島市吉田町沖村甲３７０－４ 毛 利 修 三 平成２０年１月２２日

明 比 昭 治 愛媛県議会議員 明比昭治後援会 西条市中野甲９２２－１ 明 比 昭 治 平成２０年１月２２日

大 西 渡 愛媛県議会議員 大西渡後援会 東温市志津川６９ 大 西 渡 平成２０年１月２２日

戒 能 潤之介 愛媛県議会議員 潤風会 松山市富久町５０３ 戒 能 潤之介 平成２０年１月２２日

中 田 広 愛媛県議会議員 中田広後援会 南宇和郡愛南町船越１２９１－１ 中 田 広 平成２０年１月２２日

横 田 弘 之 愛媛県議会議員 未来開発研究所 松山市枝松五丁目６－４８ 横 田 弘 之 平成２０年１月２２日

福 岡 英 二 愛媛県議会議員 銀杏会 松山市下伊台町乙７４－３２ 福 岡 英 二 平成２０年３月５日

山 本 敏 孝 愛媛県議会議員 敏勝会 伊予郡砥部町大南５４８ 山 本 敏 孝 平成２０年３月１２日

寺 井 修 愛媛県議会議員 寺井修後援会 松山市鴨川二丁目１０－１ 寺 井 修 平成２０年３月２１日

高 門 清 彦 伊方町長 清風会 西宇和郡伊方町河内５０ 高 門 清 彦 平成２０年３月３１日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第２４号
次の政治団体は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第２項の規定により、平成２０年４月１日以後、政治活動（選挙運動を

含む。）のために寄附を受け、又は支出をすることができない団体となったので、同条第３項の規定に基づき告示する。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第２５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に基づく同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書に

ついて、訂正の届出があった。

その要旨は、次のとおりである。

平成２０年４月１８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成１７年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 武智くにのり後援会

報告年月日 Ｈ１８．２．２０

１ 収 入 総 額 ２，１１０，０００円

本年収入額 ２，１１０，０００円

２ 支 出 総 額 ５３０，８０８円

３ 翌 年 繰 越 額 １，５７９，１９２円

４ 本年収入の内訳

寄附 ２，１１０，０００円

個人分 ２，１１０，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

武 智 邦 典 １，４００，０００円 伊 予 市

武 智 千 晶 ６００，０００円 伊 予 市

本 田 修 １１０，０００円 伊 予 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２２３，６０８円

光熱水費 ５６，７０８円

備品・消耗品費 ７６，９００円

事務所費 ９０，０００円

政治活動費 ３０７，２００円

組織活動費 ４２，０００円

調査研究費 １５５，２００円

その他の経費 １１０，０００円

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地
代 表 者 会 計 責 任 者

魚住和也後援会 魚 住 和 也 魚 住 和 也 松山市高浜町五丁目１５６２－３

おおくぼ美代子後援会 大 窪 美代子 大 窪 友 美 宇和島市本町追手二丁目１－２

新社会党愛媛県本部 真 鍋 知 巳 中 島 清 延 松山市美沢１－８－５７

曽我幸広後援会 佐 伯 一 摩 曽 我 賢 治 西条市坂元甲２８１

たきひら竜二後援会（略称たんぽぽの会） 瀧 平 龍 二 瀧 平 恵 松山市北条辻５５６－３
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（訂正前）

政治団体の名称 武智くにのり後援会

報告年月日 Ｈ１８．２．２０

１ 収 入 総 額 ２，１１０，０００円

本年収入額 ２，１１０，０００円

２ 支 出 総 額 ４２０，８０８円

３ 翌 年 繰 越 額 １，６８９，１９２円

４ 本年収入の内訳

寄附 ２，１１０，０００円

個人分 ２，１１０，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

武 智 邦 典 １，４００，０００円 伊 予 市

武 智 千 晶 ６００，０００円 伊 予 市

本 田 修 １１０，０００円 伊 予 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２２３，６０８円

光熱水費 ５６，７０８円

備品・消耗品費 ７６，９００円

事務所費 ９０，０００円

政治活動費 １９７，２００円

組織活動費 ４２，０００円

調査研究費 １５５，２００円

第１２条関係

平成１８年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 武智くにのり後援会

報告年月日 Ｈ１９．２．２３

１ 収 入 総 額 １，６９９，１９２円

前年繰越額 １，５７９，１９２円

本年収入額 １２０，０００円

２ 支 出 総 額 ４７０，５５０円

３ 翌 年 繰 越 額 １，２２８，６４２円

４ 本年収入の内訳

寄附 １２０，０００円

個人分 １２０，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

本 田 修 １２０，０００円 伊 予 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２２９，１４７円

光熱水費 ５７，１４７円

備品・消耗品費 ５２，０００円

事務所費 １２０，０００円

政治活動費 ２４１，４０３円

組織活動費 ８１，７８０円

調査研究費 ３９，６２３円

その他の経費 １２０，０００円

（訂正前）

政治団体の名称 武智くにのり後援会
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報告年月日 Ｈ１９．２．２３

１ 収 入 総 額 １，８０９，１９２円

前年繰越額 １，６８９，１９２円

本年収入額 １２０，０００円

２ 支 出 総 額 ３５０，５５０円

３ 翌 年 繰 越 額 １，４５８，６４２円

４ 本年収入の内訳

寄附 １２０，０００円

個人分 １２０，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

本 田 修 １２０，０００円 伊 予 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２２９，１４７円

光熱水費 ５７，１４７円

備品・消耗品費 ５２，０００円

事務所費 １２０，０００円

政治活動費 １２１，４０３円

組織活動費 ８１，７８０円

調査研究費 ３９，６２３円

平成２０年４月１８日 発行
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